
戸籍法の改正に伴う舞鶴市手数料条例の改正について 

（戸籍謄本等の広域交付等） 

 

 

【内容・効果・手数料】 

項 目 ①戸籍謄本等の 

広域交付 

②戸籍（除籍）電子証明書 

提供用識別符号の発行 

③届書等情報内容証明書

の交付等 

内 容 自らや父母等の

戸籍について、

本籍地の市区町

村以外の窓口で

も戸籍謄本等の

交付請求が可能

になる。 

戸籍（除籍）電子証明書提

供用識別符号を行政機関

に提出することにより、戸

籍（除籍）電子証明書（電

子的な戸籍記録事項の証

明情報）の提供を可能とす

る。 

届書等情報（届書等の書

類を画像情報として作成

したもの）の内容に係る

証明書の交付請求が可能

となる。また、同情報の内

容を出力したものの閲覧

請求が可能となる。 

効 果 最寄りの市役所

等で請求が可能

になる。 

戸籍謄本等の添付が不要

になることから、諸手続き

をオンラインで申請する

ことが可能になる。 

 

手数料 戸籍 450 円 

除籍 750 円 

戸籍 400 円 

除籍 700 円 

（徴収しない場合あり。） 

証明書 350 円 

閲 覧 350 円 

  ※戸籍法改正（令和元年 5月 24 日成立、令和元年 5月 31 日公布、令和 6年 3月

1日施行） 

 

【施行日】 

令和６年３月１日 

令和 5 年 12 月 定例会 

市民文教委員会 

第 103 号議案 

市 民 課 
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地方公共団体の手数料の標準に関する政令の改正について

それぞれの本籍地の市区町村役場で取り寄せ

最寄りの市区町村役場の窓口で請求可能（広域交付）

改 正 後

Ａ市

Ｂ町

Ｃ村 除籍

除籍

戸籍
謄本

（現本籍）

（転籍前）

（婚姻前）

現 状

法務大臣管理

戸籍(除籍)電子
証明書

アクセスサーバー

行政機関

④識別符号(※)
を入力

⑤戸籍(除籍)
電子証明書を
ダウンロード

識別符号(※)

戸籍情報連携システム
（法務省）

①戸籍(除籍)
電子証明書
の提供を請求

②識別符号(※)
の発行

③識別符号(※)
を提出

Ａ市

※戸籍電子証明書提供用識別符号又は除籍電子証明書提供用識別符号

戸籍謄本等の広域交付（戸籍法第120条の2第1項）
自らや父母等の戸籍について，本籍地の市区町村以外の市区
町村の窓口でも，戸籍謄本等の交付請求が可能となる。

○第５号施行に伴い、手数料を徴収する事務として追加されるものは以下のとおり。

戸籍（除籍）電子証明書提供用識別符号の発行（戸籍法第120
条の3第2項）
戸籍（除籍）電子証明書提供用識別符号を行政機関に提出すること
により、戸籍（除籍）電子証明書（電子的な戸籍記録事項の証明情
報）の提供を可能とする。

Ａ市

Ａ市（現本籍）

除籍

除籍
戸籍
謄本

Ｂ町（転籍前）

Ｃ村（婚姻前）

戸籍情報連携システム
（法務省）

①情報参照
②情報提供

届書等情報内容証明書の交付等（戸籍法第120条の6第1項）
• 届書等情報（届書等の書類を画像情報として作成したもの）の内
容に係る証明書を交付請求が可能となる。

• 届書等情報の内容を出力したものの閲覧請求が可能となる。
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地方公共団体の手数料の標準に関する政令の改正について

改正前 改正後

事務の内容 根拠規定 手数料額 事務の内容 根拠規定 手数料額
戸籍謄本等の交付 第10条第1項、第10

条の2第1項～第5項、
第126条、第120条
第1項、第126条

450円 戸籍謄本等の交付
(広域交付による交付を含む。)

第10条第1項、第10条の2第
1項～第5項、第120条第1項、
第120条の2第1項、第126
条

450円
＜改定なし＞

戸籍の記載事項証明書の交付 ＜改正なし＞

（新規事務） － － 戸籍電子証明書提供用識別符
号の発行

第120条の3第2項 400円(徴収し
ない場合あり）

除籍謄本等の交付 第10条第1項、第10
条の2第1項～第5項、
第12条の2、第120
条第1項、第126条

750円 除籍謄本等の交付
(広域交付による交付を含む。)

第10条第1項、第10条の2第
1項～第5項、第12条の2、第
120条第1項、第120条の2
第1項、第126条

750円
＜改定なし＞

除籍の記載事項証明書の交付 ＜改正なし＞

（新規事務） － － 除籍電子証明書提供用識別符
号の発行

第120条の3第2項 700円(徴収し
ない場合あり）

受理証明書の交付、届書等の記
載事項証明書の交付

第48条第1項、第2
項、第117条、第126
条

350円(上質
紙は1400円)

受理証明書の交付、届書等の
記載事項証明書の交付、届書
等情報内容証明書の交付

第48条第1項、第2項、第
117条、第120条の6第1項、
第126条

350円(上質
紙は1400円)
＜改定なし＞

届書等の閲覧 第48条第2項、第
117条、第126条

350円 届書等の閲覧、届書等情報の
内容を表示したものの閲覧

第48条第2項、第117条、第
120条の6第1項、第126条

350円
＜改定なし＞

○第５号施行に伴う地方公共団体の手数料の標準に関する政令（平成１２年政令第１６号）の改正内容は以下のとおり。
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地方公共団体の手数料の標準に関する政令の改正について

■ 戸籍（除籍）提供用識別符号の発行に係る事務のうち、手数料を徴収しない場合について
以下に該当する場合は、手数料を徴収する事務から除く予定である。

情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１号）第７条第１項の規定により同法第６条第１
項に規定する電子情報処理組織を使用する方法（総務省令で定めるものに限る（※）。）により戸籍（除籍）電子証明書提供用識
別符号の発行を行う場合（当該発行に係る戸籍（除籍）電子証明書の請求が同法第６条第１項の規定により同項に規定する電子情
報処理組織を使用する方法により行われた場合に限る。）

①

戸籍（除籍）電子証明書提供用識別符号の発行に係る戸籍（除籍）電子証明書の請求を行う者が同時に当該戸籍（除籍）電子
証明書に記録された事項と同一の事項が記載された戸籍（除籍）の謄本若しくは抄本又は戸籍（除籍）証明書の請求を行う場合

②

※情報提供等記録開示システム（マイナポータル）を使用する方法（ただし、戸籍（除籍）電子証明書提供用識別符号の発行が、電
子情報処理組織により自動的に特定したものを情報提供等記録開示システム（マイナポータル）を通じて行われる場合に限る。


